排水設備工事業者指定申請に必要な書類・チェックリスト
（条例第５条の３又は第５条の６関係）

1． 申請書

2． 個人関係書類　※コピーは不可
（個人、法人格の無い会社に関する書類）

　①住民票
　②経歴書

　③身分証明書（破産者でないことを証明する書類）

3． 法人関係書類　※コピーは不可
（法人に関する書類）
　①登記事項証明書（商業登記簿謄本）
　②定款（朱印のあるもの）

　③代表者の住民票
　④代表者の経歴書

　⑤役員全員（監査役を含む）の身分証明書（破産者でないことを証明する書類）

4． 責任技術者・配管工関係書類

　①責任技術者・配管工名簿

　②法人（代表者）との雇用関係を証する書類（下記のいずれかを責任技術者・配管工全員分）

　　１）組合健康保険、全国健康保険協会管掌健康保険の保険証の写し

　　　　（雇用関係が証明できない国民健康保険は不可）
　　２）雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し

　　３）従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し

　　４）雇用関係証明書（雇用者と従事者及び会社の朱印のあるもの）

　③責任技術者・配管工の資格証の写し

5． 営業所の所在地付近見取図（方位、道路及び目標となる地物を明示）

6． 工事用機器備品調書

7． 従業員名簿（参考提出）

第２号様式の２（第３条の２関係）

八戸市指定排水設備工事業者指定申請書
	申請　　　　　年　　　月　　　日　　

（ あ て 先 ）

八　戸　市　長

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　

申　請　者　　商　号　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	営　業　所
	所　在　地　　（郵便番号　　－　　　　　）（電話番号　　　　－　　　　　）

（ＦＡＸ　　　　　－　　　　　）

	
	名　　　称

	
	代表者氏名

	　添付書類

　１　個人にあっては、住民票の写し、経歴書及び八戸市下水道条例第５条の２第１項第４号アに該当しないことを証する書類

　２　法人にあっては、商業登記簿謄本、定款の写し及び代表者に関する１に定める書類のほか、代表者以外の役員が八戸市下水道条例第５条の２第１項第４号アに該当しないことを証する書類

　３　専属責任技術者・配管工名簿

　４　営業所の所在地付近見取図

　５　工事用機器備品調書


第２号様式の３（第３条の２関係）
経　歴　書
	役職名
	
	生年月日
	　　　　年　　月　　日

	ふりがな

氏　　名
	
	年　　齢
	満　　　歳

	
	
	
	

	
	
	性　　別
	男　・　女

	現住所
	〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　　　－　　　－　　　

	本　籍
	

	

	年　月
	学　歴　・　職　歴

	年　月
	学歴（最終）

　　　　　　　　　　　　　学校　　　　　　　　　科（　卒業　・　中退　）



	年　月
	職歴（現職の前１つ）



	年　　月　　日　　

　　　　上のとおり相違ありません。

　（ あ て 先 ）

　　八　戸　市　長

氏名　　　　　　　　　　　　　


第２号様式の４（第３条の２関係）
責 任 技 術 者 ・ 配 管 工 名 簿
No．　　

	種　別
	ふりがな

氏　　名
	住　　所
	資格番号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号

	□責任技術者

□配　管　工
	
	
	第　　　　号


［添付書類］

１　協会が発行する資格を証する書類の写し

２　専属を証明できるものとして、下記のうちのいずれか一つ
1 組合健康保険、政府管掌健康保険被保険者（雇用関係を証明できない国民健康保険証は除く。）の写し

2 雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し

3 従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収及び所得税納付額領収書の写し

・責任技術者　　　　名

・配　管　工　　　　名
営業所所在地付近見取図
	


（注）付近の目標物を記入すること。
第２号様式の５（第３条の２関係）
工 事 用 機 器 備 品 調 書
	種　　別
	名　　称
	型式、性能
	数　量
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）種別の欄には「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、「接合用の機械器具」、「掘削機器」、「車両」の別を記入すること。

（参考提出）
従　業　員　名　簿
No.　　　

	氏　　名

（生年月日）
	住　　　　所
	就職月日

（年　月）
	職　名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）役員を含め全従業員を記入すること。

　計　　　　名　　

         指定排水設備業者の資格要件（条例第５条の２関係）





(１)　営業所ごとに責任技術者２名以上又は責任技術者及び配管工がそれぞれ１名以上専属していること。


(２)　工事の施行に必要な設備及び機械器具を備えていること。


(３)　県内に営業所を有していること。


(４)　次のいずれの場合にも該当しないこと。


ア　破産手続開始の決定を受けて復権をしていない場合


イ　指定を取り消された日から２年を経過していない場合


ウ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認められる相当の理由がある場合


エ　精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに当たって必要な認知、


判断及び意思疎通を適切に行うことができない場合


オ　法人にあっては、その役員のうちにアからエまでのいずれかに該当する者がいる場合�






更新








